
病気やケガで業務につけていない状況（アブセンティーイズム）について（２０２２年度・２０２３年度）

設問：前年度中に使用した有給休暇（やすらぎ休暇を含まない）のうち、病気やケガが原因で休んだ日数は約何割ですか。

５５歳向け社内教育（ＰＬＰ教育）実施時のアンケート結果
（２０２２年度：回答８０．０％ ３６名/４５名 ２０２３年度：回答６５．９％ ５４名/８２名）

アブセンティーイズム
２０２２年度より５５歳向けの社内教育（ＰＬＰ教育）実施時に、独自アンケートを用いて

アブセンティーイズムとプレゼンティーイズムの評価を行いました。２０２２年度では９１．７％
の人が病気やケガが原因で休んだ日数が「２割未満」との回答でした２０２３年度は７４．１％ま
で悪化する結果となりました。 病気欠勤の全従業員平均取得日数では、前年度より約１日短縮と
いう結果であったにも関わらず、５５歳向けアンケートでは悪化しています。
身体疾患による長期休務者も毎年発生している状況から、社員の健康状況の把握及び治療と就業

の両立支援や教育等によるヘルスリテラシーの構築を行い、アブセンティーイズムの低減に努めて
いく必要があります。

回答 ２割未満 ２～４割 ４～６割 ６～８割 ８割以上

２０２２年度 ９１．７％ ２．８％ ２．８％ ２．８％ ０％

２０２３年度 ７４．１％ ９．３％ ７．４％ ３．７％ ５．６％

病気欠勤の全従業員平均取得日数（有休・やすらぎ休暇は除く）

年度 ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３

日数 ７．７日 ３．６日 ３．９日 ２．８日

身体疾患による長期休務者数（長期休務：連続１か月以上）

年度 ２０１９ ２０２０ ２０２１ ２０２２ ２０２３

人数 ８人 １２人 ７人 １８人 ２３人

※やすらぎ休暇：前年度から繰り越された有給休暇を当年度内に使用しない場合、残存日数を最大20日まで積み立てることができる休暇のこと。

パフォーマンス評価



プレゼンティーイズム

回答 はい いいえ

２０２２年度 ４１．７％ ５８．３％

２０２３年度 ３１．５％ ６８．５％

健康状態によるパフォーマンスへの影響（プレゼンティーイズム）について（２０２２年度・２０２３年度）

設問１：病気やケガなどによる健康状態の悪化に伴う仕事のパフォーマンス（体の動きや仕事の出来高など）が、
若い時と比べて低下した時期はありましたか。

設問２：具体的に影響を与えたものは何でしたか（任意回答）

回答 メンタル面 身体面

２０２２年度 ７名 ７名

２０２３年度 １０名 ７名

５５歳向け社内教育（ＰＬＰ教育）実施時のアンケート結果
（２０２２年度：回答８０．０％ ３６名/４５名 ２０２３年度：回答６５．９％ ５４名/８２名）

 ５５歳向けの社内教育（ＰＬＰ教育）時のアンケート結果より、２０２３年度ではメンタルや
身体面の影響により、約３割の従業員が仕事のパフォーマンス低下を感じている結果となりまし
た。アンケート対象を全社員へ拡大し確認した結果、ほとんどの従業員が少なからずパフォーマ
ンスの低下を感じている結果となりました。
健康経営の視点からも、プレゼンティーイズム損失割合を低減させ、生産性向上を図ることが

求められています。このことからすべての年代において、従業員の心身を整え仕事のパフォーマ
ンス低下を防ぐことが重要になってきます。

労働組合実施のユニオンアンケート結果（組合員対象） （回答率９９．２％ １８８５名/１９００名）

回答 ０～１９％ ２０～３９％ ４０～５９％ ６０～７９％ ８０～９９％ １００％

回答率 １．２％ ２．２％ ６．９％ ２５．９％ ４６．６％ １７．１％

設問：病気や怪我が無い時に発揮できる仕事の出来を１００％とした場合、過去４年間の自身の仕事の出来は平均して
何％ぐらいとなりますか。

健康状態によるパフォーマンスへの影響（プレゼンティーイズム）について（２０２４年度）

※社内平均値：８９．５％、プレゼンティーイズム損失割合：１０．５％



アブセンティーイズム・プレゼンティーイズム予防のため、社内の環境改善に取り組んでいま
す。腰痛をはじめとした職業性疾病予防のため工場内では「らくらくハンド」や「昇降式台車」
を使用し、身体に負担をかけずに荷運びができる設備を導入しています。
運搬作業や工場外との行き来が多い作業者については、「ファン付き空調ベスト」を着用し、

暑熱環境下での熱中症予防に努めています。事務・技術部門ではテレワーク用の家具を特別価格
で斡旋し、職場外での就業環境を整えることで腰痛などの疾病予防に努めています。
５５歳向けの社内教育（ＰＬＰ教育）時には、健康管理の講義で健康推進スタッフ自らが講師

となり、中年期から生じ得る身体機能の変化や健康リスク、ヘルスリテラシー向上に関する講義
を実施しました。 講義内では、ロコモチェック・血管動脈硬化チェック・日常生活チェックなど
のチェックリストを使用して参加者に自身の生活や疾患リスクを振り返って頂きました。また、
短時間でできるトレーニング（ちょいトレ）も紹介し、運動のきっかけづくりを行いました。

“らくらくハンド”を使用し、重量物を運ぶ
“昇降式台車”を使用し、

荷物の積み込み・運搬を行う
“ファン付き空調ベスト”を使用し、

熱中症予防を行う

ＰＬＰ教育

ＰＬＰ教育資料「ちょいトレ」

テレワーク用カタログ

働く環境の改善活動



新型コロナ感染症対策としてフレックスタイム勤務者を対象に、２０２０年４月よりテレワーク
勤務制度を暫定導入し、２０２１年８月に、手当や勤務ルールを明確化した上で、テレワーク勤務
制度を本格導入しました。
最適な働き方実現のため、個人で集中して行う業務（資料作成、教育受講等）はテレワークが効

率的な一方、チームで行う業務（承認業務、打ち合わせ等）は出社勤務が効率的であるという社内
の傾向から、テレワークと出社勤務を最適に組み合わせ、より効率的な働き方となるよう、管理者
向けにテレワークの使い方ガイドを作成し、「業務・時間管理の徹底」と「風通しの良い明るい職
場づくり」を行うことで部下の適切なテレワーク運用に努めています。
テレワーク勤務制度導入後のアンケートでは、「制度導入によって約８割が働きやすくなった」

「テレワーク勤務に対して上司の理解がある」という結果であったことから、今後も従業員にとっ
て、業務効率を向上させながら個人・チームとしてより最適な働き方につながるようテレワーク勤
務制度を推進していきます。

テレワーク勤務者向けアンケート（２０２３年度）
回答率：６５．７％ ５７９名/８８１名

テレワークの使い方ガイド

テレワーク制度導入



健康経営優良法人２０２４ 大規模法人部門（ホワイト５００）
経済産業省と日本健康会議が共同で、従業員などの健康に配慮した優良
な健康経営を実践している法人を顕彰する制度で、原則上位５００社が
「ホワイト５００」に認定されます。
２０１９年より、６年連続認定されています。

愛知県健康経営推進企業
県内の企業・団体において、従業員の健康の保持・増進を推進する
「健康経営」に取り組む企業等を「愛知県健康経営推進企業」とし
て認定する制度です。
２０１９年より、登録しています。

パートナーシップ構築宣言
事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小企業
の共存共栄を目指し、「発注者」側の立場から、「代表権のある者の
名前」で宣言するものです。
２０２２年４月に「パートナーシップ構築宣言」を公表しました。

スポーツエールカンパニー
スポーツ庁により、従業員の健康増進のためにスポーツの実施に向けた
積極的な取組を行っている企業を「スポーツエールカンパニー」として
認定する制度です。
２０２３年より、２年連続認定されています。

健康経営の取り組みによる外部評価
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